
 

 

貸借対照表 

（平成29年11月30日現在） 

（単位：千円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

 

（資 産 の 部） 

流 動 資 産 7,949,442 

（負 債 の 部） 

流 動 負 債 5,923,888 

現 金 及 び 預 金 1,864,140 買 掛 金 221,840 

売 掛 金 29,706 短 期 借 入 金 5,181,506 

販 売 用 不 動 産 4,154,664 1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 80,000 

仕 掛 販 売 用 不 動 産 1,593,764 1年内返済予定の長期借入金 254,395 

前 渡 金 78,070 未 払 金 31,169 

前 払 費 用 56,954 未 払 費 用 31,084 

未 収 消 費 税 等 161,306 未 払 法 人 税 等 67,689 

繰 延 税 金 資 産 7,039 前 受 金 40,947 

そ の 他 3,795 預 り 金 15,256 

固 定 資 産 476,192 固 定 負 債 1,131,551 

有 形 固 定 資 産 329,812 社 債 445,000 

建 物 185,054 長 期 借 入 金 681,971 

車 両 運 搬 具 0 そ の 他 4,580 

工 具 、 器 具 及 び 備 品  12,517   

土 地 132,240   

無 形 固 定 資 産 6,229 負 債 合 計 7,055,439 

商 標 権 3,161 （純 資 産 の 部）  

ソ フ ト ウ ェ ア 3,068  株  主  資  本 1,370,195 

投 資 そ の 他 資 産 140,149 資 本 金 129,500 

出 資 金 40,030 資 本 剰 余 金 65,110 

長 期 前 払 費 用 28,612 資 本 準 備 金 31,500 

長 期 前 払 消 費 税 等 10,652 そ の 他 資 本 剰 余 金 33,610 

繰 延 税 金 資 産 815 利 益 剰 余 金 1,175,261 

そ の 他 60,039 そ の 他 の 利 益 剰 余 金 1,175,261 

  繰 越 利 益 剰 余 金  1,175,261 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 47 

  その他有価証券評価差額金 47 

  新 株 予 約 権 276 

  純 資 産 合 計 1,370,195 

資   産   合   計 8,425,635 負 債 純 資 産 合 計 8,425,635 

  （記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。） 



個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   販売用不動産、仕掛販売用不動産の評価基準及び評価方法 

   個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法によっております。但し、平成10年４月１日以降平成28年３月31日までに取得した建物（建物附属設備

を除く）、並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物         ６～47年 

車両運搬具        ２年 

工具、器具及び備品  ２～15年 

② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

   なお、商標権については10年、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づいて償却しております。 

 

(3) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税については、発生事業年度の

期間費用として処理しております。但し、固定資産に係る控除対象外消費税等は長期前払消費税等に計上し、

５年で均等償却を行っております。 

 

(4) 追加情報 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当事

業年度から適用しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産     

現金及び預金 10,000千円 

販売用不動産 3,959,954千円 

仕掛販売用不動産 1,175,595千円 

出資金 40,000千円 

建物 21,721千円 



土地 82,957千円 

 計 5,290,2291千円 

② 担保に係る債務     

短期借入金 5,118,306千円 

長期借入金 58,741千円 

 計 5,177,047千円 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 17,765千円 

 

３．税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

 未払事業税 2,701千円 

 販売用不動産評価損 2,829千円 

 その他 2,324千円 

繰延税金資産合計 7,855千円 

繰延税金資産の純額 7,855千円 

 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

    

法定実効税率 30.9% 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.4% 

住民税均等割等 0.3% 

課税留保金額 4.7% 

その他 △0.4% 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.9% 

 

４．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

 当社は、営業活動に必要な資金を銀行等の金融機関からの借入や社債発行によって調達しており、一時的な余資

は安全性の高い預金等の金融資産で運用しております。 

 なお、デリバティブ取引は利用しておらず、投機的な取引は行わない方針であります。 

 

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにそのリスク管理体制 

 営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクについては、債権管理規程等の社

内規程に従い取引先毎に期日及び残高を管理するとともに、財政状況の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図

っております。 

 営業債務である買掛金、未払金は、そのほとんどが１ヵ月以内の支払期日であります。 



 借入金及び社債は、主に営業活動に必要な資金の調達を目的としたものであり、その一部は変動金利であるため

金利の変動リスクに晒されております。また、当該資金調達に係る流動性リスクに関しては、管理部門が定期的に

資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。 

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動する場合があります。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

 平成 29 年 11 月 30 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額  時 価 差 額 

（1）現金及び預金 1,864,140 1,864,140 － 

（2）売 掛 金 29,706 29,706 － 

資産計 1,893,846 1,893,846 － 

（1）買 掛 金 221,840 221,840 － 

（2）短期借入金  5,181,506 5,181,506 － 

（3）未 払 金 31,169 31,169 － 

（4）未払法人税等 67,689 67,689 － 

（5）社 債（※1） 525,000 523,562 △1,437 

（6）長期借入金（※2） 936,366 934,246 △2,119 

負債計 6,963,570 6,960,014 △3,556 

（※1）１年内償還予定の社債は、社債に含めて表示しております。 

（※2）１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。 

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法 

資 産 

（1）現金及び預金（2）売掛金 

これらはすべて短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 

 

負 債 

（1）買掛金（2）短期借入金（3）未払金（4）未払法人税等 

これらはすべて短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 

（5）社債 

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の社債発行を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。 

（6）長期借入金 



長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映していることから、時価は帳簿

価額に近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利

金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。 

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

出資金（*１） 40,030 

（*１）出資金については、協同組合の出資持分について、その組合財産が時価を把握することが極めて困

難と認められることから、時価開示の対象から除外しております。 

 

３．金銭債権の決算日後の償還予定額 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

10 年以内 

（千円） 

10 年超 

（千円） 

現金及び預金 1,864,140 － － － 

売掛金 29,706 － － － 

合計 1,893,846 － － － 

 

４．社債及び長期借入金の決算日後の返済予定額 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

10 年以内 

（千円） 

10 年超 

（千円） 

社債 80,000 445,000 － － 

長期借入金 254,395 651,392 30,579 － 

合計 334,395 1,096,392 30,579 － 

 

 

 

  



５．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 役員及び個人主要株主等 

（単位：千円） 

種類 会社等の名称 
または氏名 

議決権等の所有 
(被所有)割合 

関連当事者 
との関係 

取引の 
内容 取引金額 科 目 期末残高 

役員及び個人主
要株主 濱中 雄大 被所有 

直接93.6％ 
当社代表 
取締役 

 
当社銀行借入に
対する債務被保
証 
（注１） 
 

 
4,287,674 

 

 
－ 
 

 
－ 

 

（注１）当社は、銀行借入に対して代表取締役濱中雄大より債務保証を受けております。なお、保証料の支払

は行っておりません。 

 

６．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 1,259円 12銭 

１株当たり当期純利益 267円 14銭 

 

７．重要な後発事象に関する注記 

該当ありません 

 


